
（出資勘定）

注　記　事　項

Ⅰ．重要な会計方針

１．引当金の計上基準

（１）賞与引当金

役職員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額の当期負担額を計上しております。

（２）退職給付引当金

退職一時金について当期末要支給額を計上しております。

２．有価証券の評価基準及び評価方法

（１）満期保有目的債券

償却原価法（定額法)によっております。

（２）関係会社株式

出資先持分額により評価（移動平均法による取得原価との評価差額は部分純資産直入法

により処理）しております。

３．消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理については、税込方式によっております。

４．重要な会計上の見積り

翌事業年度の財務諸表に重要な影響を及ぼす可能性のある会計上の見積りはありません。

Ⅱ．行政コスト計算書

１．独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト

行政コスト 333,235 円

自己収入等 △ 619,679 円

法人税等及び国庫納付額 △ 4 円

機会費用 49,761,920 円

独立行政法人の業務運営に関して 49,475,472 円

国民の負担に帰せられるコスト

２．機会費用の計上方法

  政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率

Ⅲ．損益計算書

＊１．通信・放送事業支援業務費　人件費の内訳

給与　　　　　　　　　　 155,272 円

共済掛金　　　　　　　　　　 22,985 円

法定福利費 1,790 円

賞与引当金繰入 14,929 円

＊２．その他の業務費　内訳

旅費交通費 55,808 円

  １０年利付国債の令和７年３月末利回りを参考に 1.485% で計算しております。



＊３．一般管理費　人件費の内訳

役員報酬　　　　　　　　　 3,437 円

給与　　　　　　　　　　 37,325 円

共済掛金　　　　　　　　　　 5,764 円

法定福利費 432 円

賞与引当金繰入 5,167 円

退職給付費用 76 円

＊４．その他の一般管理費のうち主要な費目及び金額

委託料 26,243 円

雑費 1,505 円

消耗品費 939 円

Ⅳ．キャッシュ・フロー計算書

資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金　　　 24,486,193 円

定期預金　　　 0 円

資金期末残高 24,486,193 円

Ⅴ．金融商品の時価等に関する事項

１．金融商品の状況に関する事項

　当法人は、資金運用については短期的な預金及び公社債等に限定しております。

　また、投資有価証券は、独立行政法人通則法第４７条の規定等に基づき、公債及び証券取引所

に上場されている株式会社が発行する担保付社債又は信頼のある格付機関により最高位若しくは

それに準ずる格付けを付与された社債のみを購入しております。

２．金融商品の時価等に関する事項

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

　なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません。また、現金及び預金については

短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、記載を省略しております。

区　分 貸借対照表計上額 時　　価 差　　額

投資有価証券 150,000,000 円 116,490,000 円 △ 33,510,000 円

（注）市場価格のない株式等は次のとおりです。

区　分 貸借対照表計上額

非上場株式 812,712,775 円

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つ

のレベルに分類しております。

レベル１の時価： 同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した

時価

レベル２の時価： レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算

定した時価

レベル３の時価： 重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプット

がそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類して

おります。

 時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

時  価

レベル１ レベル２ レベル３ 合  計

投資有価証券

 満期保有目的の債券

  国債 116,490,000 円 - - 116,490,000 円

区  分



（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

投資有価証券

　国債は相場価格を用いて評価しております。当法人が保有している国債は、活発な市場で取引

されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

Ⅵ．有価証券

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの

貸借対照表計上額 決算日における時価 差　　額

国債・地方債等 - - -

社債 - - -

国債・地方債等 150,000,000 円 116,490,000 円 △ 33,510,000 円

社債 - - -

150,000,000 円 116,490,000 円 △ 33,510,000 円

２．時価評価されていない有価証券

（１）関係会社株式

　　　　関係会社株式で時価のあるものは、ありません。

３．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の決算日後における償還予定額

区　　分 １年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超

国債・地方債等 - - - 150,000,000 円

社債 - - - -

合　　計 - - - 150,000,000 円

Ⅶ．退職給付に関する注記

１．採用している退職給付制度の概要

      当法人は、国立研究開発法人情報通信研究機構役員退職手当規程及び国立研究開発法人情報

    通信研究機構パーマネント職員退職手当規程に基づく非積立型の退職一時金制度及び国家公務

    員共済組合法の退職等年金給付制度を採用しております。非積立型の退職一時金制度では、給

    与と勤務期間に基づいた一時金を支給しており、簡便法により退職給付引当金及び退職給付費

　　用を計算しております。

２．確定給付制度

　（１）簡便法を適用した制度の退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

　　　　期首における退職給付引当金 779円

　　　　　退職給付費用 76円

　　　　　退職給付の支払額 0円

　　　　期末における退職給付引当金　 855円

　（２）退職給付に関連する損益

        簡便法で計算した退職給付費用 76円

３．退職等年金給付制度

当法人の退職等年金給付制度への要拠出額は、 4円であります。

Ⅷ．重要な債務負担行為

当該事項はありません。

Ⅸ．重要な後発事象

当該事項はありません。

時価が貸借対照表計上
額を超えるもの

時価が貸借対照表計上
額を超えないもの

合　　計

区　　分
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